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We are developing a new water-circulation heat pump system which uses renewable energy such as solar heat, ground 

heat and ambient air as heat-sources. In this paper we evaluated annual performance of the developed system (SSHP 

system) by a simulation using models based on experimental operation data. As a result of that SSHP system show higher 

COP comparing with conventional distributed heat-pump system. 

 

 はじめに 
地中熱などの再生可能熱エネルギー利用は、イニシャ

ルコストが高く未だ普及が進んでいないのが現状である。

本研究で提案するシステムは、再生可能エネルギーを用

いて年間の熱源水温度を 15～25℃程度の中温に保ち、水

熱源 HP の高効率化を可能とすることを特長としている。

従来の空気熱源 HP に比べると、冬期の方が熱源の温度

の優位性が高いため、温熱供給においてより省エネ効果

を発揮することが期待される。前報 1)では、非住宅分野

のうち加熱負荷の大きい病院を対象に、従来採用されて

いる一般的な水熱源 HP 方式に対する投資回収年数を算

出し、経済性の観点から実現性に目途が立つ結果を得た。

本報では、開発システムの実機（試作機）の運転データ

をもとにシステム構成機器モデル化を行い、年間シミュ

レーションにより運転性能の把握を行った結果を示す。 
 
１．検討条件 

1.1 モデル建物 

モデル建物として温熱負荷の大きい病院を想定して検

討を行った。同様の負荷特性を持つ用途としてはホテル、

老健施設等があり、これらも同条件の適用先として挙げ

られる。図 1にモデル建物の概要を、図 2に想定した負

荷条件を示す。延床面積は 15,000m2とするが、地中熱交

換器の能力等の制約から熱供給の対象床面積は 5,000m2

とする。これは病室等の 24時間空調系統に相当（約 1/3）
する。 
1.2 モデルシステム 

システム系統図を図 3、機器仕様を表 1 に示す。熱利

 

図 1 モデル建物の概要 
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図 2 想定負荷条件 
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用側の機器として水熱源空調 HP および水熱源給湯 HP
があり、その熱源として集熱専用天空熱源ヒートポンプ

（Sky Source Heat Pump、以下 SSHP）、蓄熱型地中熱交

換器、冷却塔を使用する。各機器の概要については次節

で説明する。 
1.3 システムシミュレーションモデル 

 主要な機器の概要と計算モデルについて説明する。 
(1) 集熱専用 SSHP 
 太陽熱と空気熱を利用する、熱源水加熱用のヒートポ

ンプである。図 4に集熱専用SSHP の機器構成を示す。1
次側はブラインループとし、太陽熱集熱器（SS パネル）

および空気熱交換器（フィンチューブ型）によって集熱

する。以下、各構成機器のモデル化方法を説明する。 
(a) 圧縮機 
 スクロール圧縮機の回転数、蒸発・凝縮温度に対する

入出力特性をメーカから受領し、多項式近似によりモデ

ル化した。 
(b) 水－冷媒熱交換器 
 気相、液相、気液 2相の 3つの領域に分け、それぞれ

で算術平均温度差に基づく熱収支式を立て、3 領域の合

計伝熱面積が設計値と一致するように収束計算を行う。

総括伝熱係数は冷媒状態や流速等によらず一定値として

おり、今後の課題である。 
(c) 太陽熱集熱器 
 集熱パネルの日射吸収率および長波長放射率を与え、

①日射による集熱、②長波長放射による放熱、③外気と

の対流熱交換を計算する。 
(d) 空気熱交換器 
 国土交通省開発の LCEM Ver.3.102)の冷温水コイルモ

デルを流用する。ただし、外気側の相変化は扱っておら

ず、顕熱交換のみを計算している。 
(e) 冷媒サイクル 
 冷媒R410Aの物性値は米国NIST開発の冷媒熱物性デ

ータベース REFPROP Ver.9.13)と連成することで与えて

いる。上記の 4 つの機器の熱出力を計算の上、冷媒サイ

クルの熱収支が取れるよう収束計算を行う。 
 (2) 蓄熱型地中熱交換器 
建物下または外構（駐車場下）に大口径（200A）の波

付ポリエチレン管製熱交換配管（図 5）を水平に設置す

るものである。大容量の管内水を水蓄熱槽のように利用

でき、かつ掘削費の低減が期待できる。水平に埋設する

直管タイプの地中熱交換器に計算対象を限定し，地表面

境界を考慮でき，比較的簡単に計算を実施できる差分モ

デルを開発した。モデルの詳細については次報 4)を参照

されたい。なお、次報にて報告している通り、実験デー

タとの比較により計算精度を検証済である。 
(3) 水熱源給湯・空調HP 
高効率熱交換器、DC インバータ圧縮機、DC インバー 

図 4 集熱専用SSHP の機器構成 

表 1 機器仕様 

図 3 全体システム概念図 

図 5 蓄熱型地中熱交換機解析モデル 
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タポンプを内蔵した水熱源空調・給湯 HP を開発し、試

作機の特性データを多項式近似によりモデル化した。 
 
1.4 システム制御方法 

 熱利用側の機器（水熱源空調・給湯 HP）は入力して

いる負荷データに基づき発停を行う。蓄熱型地中熱交換

器は基本的に常時使用とし、集熱専用 SSHP は運転許可

時間を日中に限定し、熱源水出口温度 15℃を目標に出力

を制御する。日中に集熱専用 SSHP の能力に余裕がある

場合には、蓄熱型地中熱交換器を介して管内水または地

中へ蓄熱することが可能である。冷却塔は冷房運転時に

熱源水温度が 32℃を越える場合に運転するが、年間シミ

ュレーションを行った結果、地中熱交換器で大部分の負

荷を賄えるためほとんど稼働しなかった。 
 

２．計算結果 

 上述のシステムシミュレーションモデルを用い、開発

システムの年間シミュレーションを実施した。計算結果

を図 6～図 13に示す。 
 図 6 は水熱源空調・給湯 HP（WHP）の処理熱量を示

している。6月～9月は冷却負荷、10月～5月は加熱負荷

が大きい。図 7 は熱源側の処理熱量を示している。加熱

負荷は集熱専用 SSHP および地中熱がおよそ半々で負担

している。冷却負荷はほぼ地中熱のみで賄えている。こ

のため、冷却塔は稼働していない。 
 図8は月積算の電力消費量を、図9はCOPを示してい

る。電力消費量の大部分は WHP が占めており、次いで

集熱専用 SSHP が大きい。熱源水ポンプの電力消費量が

非常に小さいが、揚程については今後見直しが必要であ

る。COPについては、WHPは冷房運転時4.2～10.5程度

（年平均 5.2）、暖房運転時 3.6～5.5程度（年平均 3.9）、
給湯運転時 3.7～6.5程度（年平均 4.2）、集熱専用 SSHP
は 7.0～8.4 程度（年平均 7.5）、システム全体では 3.3～
5.3 程度、年間のシステム COP は 4.2 となった。これら

は既報1)の試算時に想定したCOPより低い値となったが、

今回は、WHP の暖房・給湯間の熱回収を行わない運転

モードでの特性データを用いたためである。図 10 は集

熱専用SSHPの電力消費量内訳、図11は集熱源内訳を示

している。圧縮機の電力消費量に対しブラインポンプお

よび空気熱交換器ファンの電力消費量は小さくなってお

り、この点については設計条件の妥当性を今後検証して

いく必要がある。集熱源の内訳は太陽熱が 60％、空気

熱が 40％程度であった。図 12 は年間の熱源水温度変動

を示している。年間を通じ、熱源水温度は 8～30℃の範

囲で運用できている。 以上の結果をもとに、開発システ

ムの省エネルギー性を評価した結果、図 13に示すように、

一般的な空冷 HP システムに対し、開発システムの年間

消費電力量は約 40％低減となった。 
 

３．結論 

 今年度実施した年間システムシミュレーションにより 
以下の点を明らかにした。 
1) 年間システムCOP は 4.2 と高い結果となった。ただ

し、熱源水ポンプや SSHP 補機動力の精査が今後必

要である。 
2) 集熱専用 SSHP の年間COP は 7.5と非常に高い。一

方、暖房、給湯HP のCOP が 4前後となったが、冷

房-暖房・給湯間の熱回収運転や太陽熱集熱器による

給湯予熱によりCOP の向上が期待できる。 
3) 今回計算では熱出力に対する太陽熱の寄与率は

60％程度となったが、集熱専用 SSHP との分担割合

は対象建物の加熱負荷特性、経済性も考慮して決定

する必要がある。 
4) 熱源水温度（WHP 入口）は年間最低値 8℃、最高値

30℃であった。 
5) 一般的な空冷 HP システムに対し、開発システムの

年間消費電力量は約 40％程度低減できる。 
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図 10 SSHP 電力消費量内訳 

図 12 熱源水温度の年変動 

図 11 SSHP 集熱源内訳 

図 6 WHP 処理熱量 図 7 熱源水側処理熱量 

図 8 月積算電力消費量 図 9 月平均・年平均COP 

図 13 空冷HP とSSHP の比較 
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